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Ⅰ 調 査 要 領 

1 調査目的 

  今回の東日本大震災による県内の中小企業の被災状況や経営状況等を把握し，今後の公社事業のあり方 

 を検討する一助とする。 

   

2 調査対象 

   公社に登録されている県内受注企業 1,514社 

 

3 調査項目 

   別紙のとおり 

 

4 調査方法 

  郵送によるアンケート方式 

 

5 調査時点 

  平成 23年 7月 1日現在 

 

6 回答状況 

  回答企業 450事業所(29.7%) 

Ⅱ 調査結果 

１ 資本金別                                         
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２ 従業員規模別                                                    

 

３  業種別                                                       
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４ 発注企業から受注している最もウエイトの高い加工内容 

 

 

 

５ 海外ビジネスの状況                        
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６ 震災による被災状況について 

(1) 震災の影響について 

   「影響があった」と回答した企業は86.2％であった。                    (有効回答443事業所) 

  

 

 

 

(2) どのような影響があったか （(1)で「影響があった」と回答した企業のみ） 

「建物」と回答した企業が 61.9％と最も多く，以下「生産ライン・設備被害」・「従業員の通勤困難（運休・ガソ 

リン不足等）」となっている。                           （複数回答）（有効回答３78事業所) 
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(3) 震災による操業停止期間 

操業停止期間が 7日以内と回答した企業は 61.1％であった。（(1)で「影響があった」と回答した企業のみ）             

 (有効回答 378事業所) 

 

 

 

(4) 被害額はおおよそどの位か 

   被害額が 500万円未満と回答した企業は，69.6％であった。（(1)で「影響があった」と回答した企業のみ）             

 （有効回答 359事業所） 
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7 震災後の復旧状況について 

(１) 震災後の復旧状況 

「復旧している」と回答した企業は，95.8％であった。                （有効回答 381事業所） 

 

(２) 復旧の現状について（(1)で「復旧している」と回答した企業のみ）       （有効回答 339事業所） 

 

 

(３) 復旧していない理由（(1)で「復旧していない」と回答した企業のみ）         （有効回答 16事業所） 
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② 復旧費用調達は可能だが，被害箇所が多く復旧に時間がかかっている・・・・・・・・・・・・・・・・4事業所 

③ 被害箇所が多く，移転を検討中である。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2事業所 
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8 受注状況等について 

(１) 震災前と比較して受注量はどうか 

「減少した」と回答した企業は49.2%と最も多くなっている。              (有効回答443事業所)  

 

 

 

(2) 受注量が減少した要因 

「発注元企業の生産調整による減少」と回答した企業は 78.0%と最も多くなっている。 

                                          (複数回答)(有効回答 214事業所) 
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(3) 震災前と比較して受注単価はどうか 

 「変わらない」と回答した企業は 87.7%と最も多くなっている。        (有効回答 440事業所) 

 

 

 

(4) 今後の受注見通しについて 

「見通し難」と回答した企業が 32.3％と最も多く，「変わらない」・「減少する」と回答した企業は51.8％と 

なっている。                                                     (有効回答 431事業所) 
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(5) 今後懸念される事項について 

「取引先の受注減少」と回答した企業は 52.9%と最も多く，以下「原材料・部材価格上昇」・「取引先の転 

    注」・「原材料・部材調達困難」となっている。                (複数回答)(有効回答 414事業所) 
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(１) 業況について（震災前と比較） 

「変わらない」と回答した企業が 47.6％と最も多く，「厳しくなった」・「非常に厳しくなった」と回答した企業 

   は 47.7％となっている。                                    (有効回答 441事業所) 
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  (2) 資金調達の現況について（震災前と比較） 

   「変わらない」と回答した企業が 78.0%と最も多く，「困難になった」・「非常に困難になった」 

   と回答した企業は 19.5%となっている。                （有効回答 441 事業所） 

 

 

 

(3) 今後の資金調達の見通しについて 

   「変わらない」と回答した企業が 67.2％と最も多い。           (有効回答 436 事業所) 
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10 今後事業に影響を及ぼす要因について（懸念される要因） 

(1) 福島第一原発の事故による影響について 

  「影響ある」と回答した企業は 35.0％となっている。                  （有効回答 428事業所）                                                           

 

 

 

(2) 国内・海外ビジネスどちらに影響あるか（(1)で「影響ある」と回答した企業のみ） 

   「国内」で影響あると回答した企業が 83.7%と最も多くなっている。 （有効回答 147 事業所） 
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(3) どのような影響か（(2)で国内ビジネスに影響があると回答した企業のみ） 

                                (複数回答)(有効回答 134 事業所) 

 

① 製品の放射線量測定結果（証明書等）の提出依頼 ・・・・・・・・・・・・・・17事業所 

② 製品の受け取り拒否 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11 事業所 

③ 放射線測定を行うための費用増加（機械購入等）・・・・・・・・・・・・・・12 事業所 

④ 製品の買いたたき ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18 事業所 

⑤ その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・90 事業所 

 

 

 

(4) どのような影響か（(2)で海外ビジネスに影響があると回答した企業のみ） 

                                 (複数回答)(有効回答 7 事業所) 

 

① 製品の放射線量測定結果（証明書等）の提出依頼 ・・・・・・・・・・・・・・ 2事業所 

② 製品の受け取り拒否 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 事業所 

③ 放射線測定を行うための費用増加（機械購入等）・・・・・・・・・・・・・・ 1 事業所 

④ 製品の買いたたき ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0 事業所 

⑤ その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 事業所 

   

 

 

(5) 東京電力の計画停電・節電要請による影響について 

 「影響ある」と回答した企業は 70.6%となっている。       (有効回答 436 事業所) 
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(6) 計画停電・節電要請に対しどのような対策を考えているか（(1)で「影響ある」と回答した企業のみ）        

(複数回答)(有効回答 306事業所) 

     「稼働日の変更（土日シフト等）」と回答した企業が 55.6%と最も多く，以下「稼働時間帯の変 

  更」・「従業員の勤務条件の変更」・「停電日の休業」となっている。 

 

 

 

(7) 今後県等に期待することは何か 

   「原発事故の早期解決」と回答した企業が 61.1％と最も多く，以下「エネルギーの安定供給」・ 

  「正確な情報開示」・「資金繰支援強化」となっている。       (複数回答)(有効回答 416 事業所) 
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